






























































（2） 「説明」研究の源流は、American Sociological Review に掲載された Scott and Lyman（1968）に遡る。
Scott and Lyman（1968）においては、「account」（釈明）と「explanation」（説明）の意味が使い分けら
れていたが、その後の研究の進展とともに両者の区別は消滅した（Sitkin and Bies 1993, p.350; Bobocel 




れる「説明」に注目が集まっているのである（Wang, Mattila, and Bartlett 2009）。
　これまで数多くのサービス・リカバリー研究が、「説明」を行うことの重要性を説いてき




















　「説明」研究の源流は、American Sociological Review に掲載された Scott and Lyman（1968）
に遡ることができる。そこでの「説明」の定義は、「自身の行為が批判的に評価された場合に、
個人が用いる言語的手段」（Scott and Lyman 1968, p.46; Copes and Cardwell 2014, p.1）と
いうものである。
　説明（3）と類似した概念に「説得的コミュニケーション」（persuasive communication）が















駆的研究とされる Scott and Lyman（1968）は、説明が「弁解」（excuse）と「正当化」
（justification）の 2 種類に大別できると主張した。
　弁解は、「行為が不適切であったことは認めるものの、その行為に対して十分な責任を負っ













な研究である Bies（1987）は、Scott and Lyman（1968）による分類を継承しつつ、新たに

















の 2 つがあるという。謝罪は、これら 2 つの効果を媒介して、謝罪を受けた人の不満足を
緩和することができる。以上に述べてきた 4 種類の説明の特徴をまとめたものが、図表 1
である。
図表 1　4種類の説明の特徴

























出所：Bies (1987), p.304 と Wang, Mattila, and Bartlett (2009), p.797、大渕（2010）を基に筆者作成
　また、説明の種類を分類する研究と並行して、説明の効果に影響を及ぼす他の要因につい















表的な整理枠組み（e.g. 深田 2002; Hovland, Janis, and Kelley 1953; McGuire 1969; Zim-
bardo and Ebbesen 1969）との一貫性という観点から、サービス・リカバリーにおける説明













Hovland et al.（1953） 伝え手 刺激 きき手 媒体 事態





Zimbardo & Ebbeson（1969） 源泉 メッセージ 受け手 媒体 状況
深田（2002） 源泉 メッセージ 受け手 文脈 ─






が批判的に評価された場合に、個人が用いる言語的手段」（Scott and Lyman 1968, p.46; 
Copes and Cardwell 2014, p.1）と定義され、具体的には「弁解」「正当化」「参照的説明」「謝
罪」という 4 つの種類に分類できることが明らかにされた（Bies 1987）。また、説明研究を
整理するにあたっては、Bobocel and Zdaniuk（2005）による①メッセージ要因、②送り手
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（7） 例えば、説明の種類と文化の影響を検証している研究（Wang and Mattila 2011）のように、複数の要
因を同時に扱った研究もあるため、分類はあくまで便宜的なものになっている。
図表 3　サービス・リカバリーにおける説明研究の分類
メッセージ要因 送り手要因 受け手要因 状況的要因
説明の種類
（Hill and Baer 1994; 
Bolkan and Daly 2009; 
Bonifield and Cole 2008; 
Bradley and Sparks 
2009, 2012; Chang and 
Chen 2013; Conlon and 
Murray 1996; Gelbrich 
2010; Hill et al. 2000; 
Sparks and Fredline 
2007）
説明が行われるメディア
（Boshoff and Leong 
1998; Mattila et al. 
2013; Shapiro and 
Nieman-Gonder 2006; 
Strauss and Hill 2001）
説明のタイミング
（Dunning et al. 2004; 
Mattila 2006; Pizzi and 
Scarpi 2013; Van 
Vaerenbergh et al. 2012）
職位
（Baker and Meyer 2014; 
Boshoff 1997; Hill and 
Boyd 2015; Resnik and 
Harmon 1983）
接遇態度
（Sparks et al. 1997; 
Roschk and Kaiser 2013）
デモグラフィック属性
（Boshoff 2012; McColl-
Kennedy et al. 2003）
文化
（Mattila and Patterson 
2004; Patterson et al. 
2006; Wang and Mattila 
2011）
デモグラフィック属性
（Boo et al. 2013; Roschk 
et al. 2013）
他者の存在
























が、メタ・アナリシスによって明らかにされている（Shaw, Wild, and Colquitt 2003）。た
だし、人事選考や解雇通知といった場面を想定した組織心理学の知見が、サービス・リカバ
リーの場面にもそのまま当てはまるかは定かではない（Bradley and Sparks 2009）。そこで、
サービス・リカバリーの文脈において、4 種類の説明のうち、どれが最も効果的に顧客満足
を高めるのかを特定しようとする研究が行われてきた。
































研究 方法論 サンプル 実施国
説明の種類 顧客満足への正の影響




























    参照的説明＜謝罪

















































































説明を受ける場面はシナリオごとに異なり、①店舗、②電話、③ E メールの 3 パターンが
用意されている。なお、顧客がサービス提供者から受ける謝罪と故障の原因に関する説明は、
3 パターンで共通している。分析の結果、E メールで説明を受けた場合のコミュニケーショ


















































































（Gelbrich 2010; Chang and Chen 2013）。なお、サービス・リカバリーに関する説明を行う場
合には、サービスの失敗が解決するまでに見込まれる時間に応じてメッセージ内容を変える
と、一層効果的であることも確認した（Chang and Chen 2013）。サービス・リカバリーを行









が確認された（Boshoff and Leong 1998; Shapiro and Nieman-Gonder 2006）。そのため、サー
ビス提供者は、対面または電話を通じて説明を行うほうが望ましい。また、これらの研究成
果からは、音声と映像の両方を伝えることのできる Skype 等のビデオ通話サービスも、顧






（Roschk and Kaiser 2013）。加えて、顧客の苦情に基づいて、サービス提供プロセスそのも
のを改善した場合は、一定期間後であってもその旨を顧客に伝えることで、一層満足度を高
めることができる（Van Vaerenbergh et al. 2012）。また、予めサービスの失敗が発生する見
込みがある場合、その事情を事前に伝えるべきか否かという問題について、2 つの先行研究









（10） 調査会社 CCMC とアリゾナ州立大学の共同調査では、苦情を申し立てた顧客のうち、企業と 1 回だけ
のコンタクトで問題解決に至った顧客の割合が 21％しかおらず、過半数の顧客（60%）は 3 回以上の




24 時間 365 日、無料で受け付けている（http://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?node















































が最も大きく（d  0.72）、「強度」（d  0.39）と「タイミング」（d  0.30）の影響力は比較
的小さいことが明らかになった。





































「黒人女性」の 4 パターン作成されている。被験者は映像を視聴している最中、脳波（EEG: 



















を裏付けるかのように、シナリオ実験を行った 3 つの研究（Baker and Mayer 2014; Boshoff 
1997; Hill and Boyd 2015）では、いずれも職位から顧客満足への主効果は有意でなかった。
しかし、「対応に要した時間」（Boshoff 1997）、「弁解の詳細さ」（Baker and Mayer 2014）、
「謝罪の属性」（Hill and Boyd 2015）、それぞれの要因と職位の間には、有意な交互作用があ
ることが明らかとなった。
　中でも特に、「職位が高い（低い）場合は、詳細な（簡潔な）説明を行ったほうが良い」
（Baker and Mayer 2014）という分析結果は、実務にとって新しく、かつ意義深い示唆と言
える。なぜなら、先行研究においては、マネジャーが従業員に対して意思決定の権限を委譲
し、柔軟な顧客対応をとらせることが重要だとされてきたからである（Babakus, Yavas, 







顧客満足の回復にとって大きな効果がある（Roschk and Kaiser 2013）。
　最後に、デモグラフィック属性が顧客満足に及ぼす影響について確認する。人種や性別と
いったサービス提供者のデモグラフィック属性は、社会的なステレオタイプ（McColl-Ken-





















　第 3 節と 4 節では、上記 4 要因のうち、①メッセージ要因と②送り手要因に焦点を絞り、
顧客満足への影響について検証した研究をレビューした。レビューの要諦および実務的イン
プリケーションは、各節末の小括に示している。ここでは、小括の議論の中から特に重要な



































































































































































　第 1 に、説明を複数種類組み合わせて提示した場合の効果を検証すべきである。第 3 節
第 1 項では、4 種類の説明の効果を比較した研究をレビューした。それらの研究の大部分は、










































































ドイツ   共感の度合いが高い謝罪は、顧客満
足を高める。































必要性が指摘されてきた（Bies 1987; Conlon and Murray 1996; Bobocel and Zdaniuk 2005; 












意図が高まることが明らかにされている（Mai and Hoffman 2011）。
　Holmqvist and Grönroos（2012）は理論的研究に基づき、言語の違いが、サービス提供場
面の中でも特にサービス・リカバリーの場面において重要な役割を果たすと主張する。具体




る。今後は、さらなる理論的研究を通じて Holmqvist and Grönroos（2012）の研究命題を精
緻化するとともに、実証研究によって仮説検証を進める必要があるだろう。
　第 3 に、要因間の交互作用についても検証を進める必要があるだろう。図表 6 の「検証
された要因」の列に着目すると、2010 年代以降、2 つの要因を同時に検証対象とする研究
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